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お客様の立場に立ったわかりやすい情報提供の
取組み（9頁 B  参照）

（１）当金庫は、お客様の金融商品の取引経験や金融知識を把握のう
え、販売・推奨を行う金融商品・サービスの商品性やリスクにつ
いて、情報提供をわかりやすく丁寧に行います。

（２）会員・企業などにおいて、ライフプランセミナーを開催し、各ラ
イフステージで必要とされる資金や、計画的な資産形成など、
お客様の生活を生涯にわたってサポートするための情報提供を
行います。

（３）ご高齢のお客様に対しては、各種リスクや留意事項について十
分ご理解いただいていることを都度確認するなど、より丁寧に
応対いたします。

お客様一人ひとりに合った最適なサービス提供の
取組み

（１）当金庫は、お客様の健全な生活設計を支援するため、子育てや
教育、マイホーム、セカンドライフなど、ライフステージにおけ
るあらゆる資金ニーズに良質な商品で応えていきます。また、
お客様の資産状況や、金融商品の取引経験、商品知識や取引目
的、ライフプランを踏まえたニーズなどを確認させていただい
たうえで、お客様一人ひとりに合った、適切な説明・提案を誠実
に行います。

（２）お客様一人ひとりのライフプランに基づく的確なコンサルティ
ングを行うため、職員の業務知識・スキルの向上をはかり、プロ
フェッショナルとして専門性を高めていきます。

（３）多様化・高度化するお客様のニーズに的確に応えるべく、既存
商品・サービスの見直しや、商品開発を行っていきます。

「お客様本位の業務運営」の職員への定着と実践に
向けた取組み（9頁 C  参照）
　当金庫は、お客様本位の業務運営を着実に実践していくた
め、研修を通じた人材育成や、業績評価制度の整備などに取組
んでまいります。
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お客様本位の業務運営に関する取組方針の
策定・公表

（１）当金庫はお客様本位の業務運営の強化に向けて、金融庁が
2017年3月に公表した「顧客本位の業務運営に関する原則」を
すべて採択し、「お客様本位の業務運営に関する取組方針」（以
下､｢本方針｣という）を策定します。

（２）本方針および本方針に係る取組状況は、ディスクロージャー誌、
ホームページに掲載し公表します。

（３）本方針は毎年見直しのうえ、必要があれば改正します。

お客様の生活を生涯にわたってサポートしていく
ことを第一に考えた取組み（9頁 A  参照）

（１）当金庫は、「ろうきんの理念」のもと、すべての事業活動におい
て、法令や内部規程を厳格に遵守し、社会的規範を尊重すると
ともに、お客様の生活を生涯にわたってサポートしていくことを
第一に考えた、誠実、丁寧かつ公正な業務運営を行います。

（２）お客様が最善の利益を得られるよう、お客様の立場に立った、良
質な商品・サービスを提供してまいります。

（３）お客様の資産形成に関するコンサルティングにあたっては、長
期積立・分散投資を基本にご提案させていただきます。

（４）金融商品の販売チャネルの多様化、ご相談体制の拡充など、お
客様の利便性が向上するための施策を進めます。

利益相反を適切に管理する取組み
　当金庫は、お客様の利益が不当に害されることのないよう、
利益相反のおそれがある取引を特定し管理するため、「利益相
反管理方針」を定めています。当該方針に基づき、利益相反につ
いて一元的に対応する体制を整備するなど、お客様の正当な利
益を確保するための適切な管理を行っています。

手数料等に係る情報提供の取組み
　当金庫は、お客様にご負担いただく手数料やその他の費用
について、わかりやすく丁寧な説明を行います。
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〈ろうきん〉は、勤労者が互いを助け合うためにつくった非営利の協同組織金融機関であり、
日本で唯一の勤労者のための福祉金融機関です。1950 年に最初の〈ろうきん〉が設立されて
以来、常に一貫して、金融商品・サービスの提供を通じた、勤労者の経済的地位の向上に努め
てきました。
〈ろうきん〉は、根拠法である「労働金庫法」において、「非営利」「直接奉仕」「会員平等」という、
事業運営についての原則が定められています。全国の〈ろうきん〉は、これらの原則に基づき、
これまでもお客様本位の事業運営を実践してきました。〈ろうきん〉にとって、お客様である勤労
者一人ひとりの生涯にわたり、お客様の立場に立った、良質な商品・サービスを提供していくこ
とは本来的な役割であり、存在意義であるといえます。
〈新潟ろうきん〉は、「お客様本位の業務運営に関する取組方針」を策定・公表するにあたり、
これまで取り組んできた勤労者本位の事業運営の精神・活動をふまえ、変化する時代の要請に
応えるべく、更なる取組みを進めていきます。「ろうきんの理念」のもと、以下の取組方針に
基づく活動を実践し、勤労者のくらしを守り、より豊かにする運動を展開していきます。

お客様本位の業務運営に関する取組方針

事業方針
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「お客様本位の業務運営」に関する取組状況

当金庫における「お客様本位の業務運営」の主な取組状況は次のとおりです。

●資産形成や金融トラブル防止など、幅広いテーマで金融知識向上に役立つセミナーを積極的に開催しています。
●2019年度の各種セミナー開催回数は、1,392件となっています。

●お客様一人ひとりのニーズに沿った最善・最適なご提案が可能となるよう「セミナーアワード」、「ロール
プレイング大会」といった内部の学習機会を設け、セミナー開催時の情報発信力やご相談時のコンサ
ルティングの向上に取組みました。

B  お客様の立場に立ったわかりやすい情報提供の取組状況

C  お客様への提案力向上の取組状況

●税制面のメリットを活かせる長期積立の手段として、
「個人型確定拠出年金（iDeCo）」と「つみたてＮＩＳＡ」
のご契約をお勧めしています。

●2020年3月末時点におきまして、「個人型確定拠出年金
（iDeCo）」のご契約件数は2,757件、「つみたてＮＩＳＡ」
のご契約件数は555件となっています。

A  長期的・安定的な資産形成のご提案状況

商品制度 契約件数

iDeCo 2,757件

つみたてNISA 555件

※取組状況の詳細は、ホームページをご参照ください。

ろうきん×
個人型確定拠出年金：愛称[イデコ]
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自分で育てる年金であなたの未来に　　　をプラス！

「iDeCo」の３つの税制優遇

掛金が全額所得控除

「新潟ろうきん」の個人型確定拠出年金

安心

税制優遇1

2017年1月から、公務員や専業主婦、企業年金に加入している会社員も含め、基本的に60歳未満のすべての現役世代が加入できるようになった
「イデコ（個人型確定拠出年金）」。加入者自らが掛金や運用商品を決められる｢自分で育てる年金」です。将来の備えとして注目を集めるこの制度
について、〈ろうきん〉がしっかり案内していきます！

Bさんの場合 ●所得税率：20％ ●住民税率：10％

年齢45歳 課税所得 400万円
掛金 23,000円／月
　　 276,000円／年の場合

1年間で約84,000円
節約されます。

一般の金融商品は運用益に20.315％の税金がかかりますが、
iDeCoの場合は、運用益が全額非課税となります。

年金として受取る場合は｢公的年金等控除」、一時金として受取る
場合は｢退職所得控除」が適用されます。

税制優遇2 税制優遇3

詳しくは新潟ろうきんホームページの
「個人型確定拠出年金 スペシャルサイト」を

ご覧ください
https://rokin-ideco.com/

■お問合せ･資料請求はこちらから
ろうきん iDeCo
専用コールセンター 0120-320-615

さー連れだって　    ろうきん行こう！

〈受付時間〉平日（月曜～金曜）／9：00～19：00
（土日祝日、振替休日、12月31日～1月3日は休業）

■年末調整にて申告（小規模企業共済等掛金控除欄に記入）
〈
記
入
例
〉

済
等
掛
金
控
除

小
規
模
企
業
共

種　　類 あなたが本年度に
支払った掛金の金額

276,０００円

合  計  （控除額）

独立行政法人中小企業基盤整備機構の共済契約の掛金

個人型又は企業型年金加入者掛金

心身障害者扶養共済制度に関する契約の掛金

※無収入の方や税金を納めていない方は、iDeCoに加入しても節税効果はありません。
また、自分以外の家族が加入する掛金を負担しても、節税効果を受けることはできませ
ん。※本シミュレーションは、年齢、扶養の有無､年収等の一定の条件のもと試算をしてお
りますので、実際の節税効果とは異なることがあります。※本シミュレーションは、2020
年4月1日現在の税制・関係法令に基づき作成しております。今後、法改正・取扱変更等の
可能性がありますので、記載の内容・数値等は将来にわたって保証されるものではありま
せん。※復興特別所得税を考慮しています。

口座からの自動引落しにより、定期的に同一の商品を定額
購入する方法です。定期的に一定金額を一定の期間、継続的
に購入する投資手法はドル・コスト平均法とよばれ、基準価額
が低いときには購入口数が多く、基準価額が高いときには購
入口数が少なくなります。一定の口数ずつ購入する場合に比
べ、平均買付コストを低く抑える効果が期待できます。

定時定額購入とは？
投資信託
購入方法

定時定額購入  
53.3%

スポット購入  
46.7%

●投資信託のご購入を検討されるお客様に対し、期間分散の観点から「定時定額購入」をご提案しています。
●2020年3月末時点におきまして、定時定額で購入されるお客様は全体の約53％となっています。

事
業
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